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１．はじめに

　大地震時においては，自力での避難が不可能な高齢

者・障害者などの災害時要援護者(以下「要援護者」)

が火災の危険にさらされることが予想され，対策が急

がれている．シミュレーションにより効果的な対策方

法を模索できれば大いに有用と考えられる．そこで，

本研究は東京都杉並区の木造密集市街地を例として地

震火災時の要援護者救助行動のモデルを開発し，救助

対策に関する基礎的知見を得ることを目的とする．迅

速な救助には要援護者名簿等による情報の事前把握が

重要であるが，近年個人情報保護との兼ね合いの検討

が求められており，本研究はその一助となると考える．

また，モデル上で住民の救助協力の意義を示すことで

住民の防災意識向上にもつながる．既往研究 1)では建

物内の要援護者避難のモデルはあるが，市街地規模で

の地域防災行動を研究した例は見当たらない．モデル

構築の資料となる研究も少ないため，まず地域の火災

リスクの把握と要援護者救助体制の調査を行い，それ

をふまえモデル構築とケーススタディを行う(図1)．

２．対象地域および地震火災リスク

　対象地域は東京都杉並区阿佐ヶ谷高円寺地域の木造

密集市街地とする(図2)．都心等への通勤通学者が多

く朝夕にかけて若中年層が減少し救助の手が不足しや

すい上，内閣府2)によると地震火災の危険性も極めて

高い．自力の歩行が困難な要介護度３以上の介護認定

者を要援護者と定義すると，福祉統計3)より地域内の

要援護者は約300人と推定される．この地域に，最悪

の事態として冬の夕刻・強風時，通勤通学者が帰宅す

る前かつ火災危険性が高い条件を想定する．地域の一

部は水田を造成したため地盤が軟弱と予想され，実際

に約50点の常時微動観測を行うと旧水田地域では水

平動が上下動に対し大きく増幅する傾向が確認でき

(図3)，地震時の地盤増幅が大きいと考えられる．旧

水田地域内外で異なる地盤分類および増幅率を設定し
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図1: 研究の流れ

図3: 旧水田地域の分布と常時微動H/Vスペクトルのピーク値
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建物焼失確率
(地震発生後3時間以内に
延焼被害を受ける確率)

出火点設定と延焼計算の
100回繰返計算による

30%以上

10%未満
10-20%未満
20-30%未満

○:避難所

○

○

○

○

○○

出火確率モデルおよび
延焼時間式は図15に同じ

500 1000 m0

旧水田地域

2.0
4.0

6.0
8.0

H/Vスペクトル
ピーク値

「谷底低地」に設定
 (他地域は「台地」)

○

○○
○○

○○

○○
異なる表層地盤増幅率
・地震動強さを設定

500 1000 m0

地盤資料等も確認し

明治期
1881

○:避難所



出火延焼モデルの繰返し計算(図4)を行うと，旧水田

地域周辺(特に東部)の焼失確率が高く，当該地域の重

点的な救助が必要といえる．

３．要援護者救助体制に関するアンケート調査

　次に，モデル構築の基礎資料として，区内の民生委

員と自主防災組織長，対象地域内住民にアンケート調

査を行った(表1)．

　杉並区では行政施策により要援護者の名簿を民生委

員が保有し，災害時に自主防災組織(以下「防災組織」)

等の協力を得て救助に活用することが期待されている．

名簿の活用状況(図 5)は，66%が「十分に内容を把握」

しているが，53%は活用方法に悩み，具体的方法の提

示が必要といえる．委員以外に兼任する地域活動(図

6)では 47%が自治会役員を，29%が防災組織役員を務

め，近隣の防災組織長との面識(図 7)では「多くの人

と親しい」か「少々の面識がある」が計 63% (逆に防

災組織長が民生委員と面識を持つ割合は84% :表2) で

あり，自治会・防災組織との平時のつながりが確認で

きる．震災時の行動 (図 8)では「名簿を活用し自治

会・防災組織と協力する」に計 75%が「可能」「おそ

らく可能」と回答し，全体的に肯定的結果を確認した．

　一方自主防災組織長への調査では，まず組織内の要

援護者対策(図 9)は自主的に「要援護者の名簿を作っ

ている」は 12%のみである．設置班の班員数の平均は

図 10 に示され，救助に関係する情報・救出救護・避

難誘導等各班の人数が把握できる．組織内の備品(図

11)では通信機器(トランシーバー)や搬送器具(担架・

リヤカー・車椅子)の保有は少ないことから，情報伝

達は主に口頭，搬送では器具を使えないと予想される．

　住民への調査では，家族内に要援護者が「いる」回

答者は15%であり(図12)その家族の避難を同居家族だ

けで「できる」は 20%に過ぎず，75%は「手が足りな

い」．また家族を除く近隣に要援護者が「いる」は30%

である (図 13)．この「いる」割合は年齢性別・居住

歴では有意差がないが，近所付合いが密な人ほど高く，

近所付合いが要援護者を把握する重要な機会と考えら

れる．近隣の要援護者を把握し，かつ「救助の手助け

ができる」は回答者全体の 5%である(図 14)．住民と

関係者のつながりが弱い(表2)点も課題である．

４．要援護者救助マルチエージェントモデルの構築

　アンケート結果をふまえて救助行動のエージェント

モデルを構築する．そして既往の地震被害モデル(道

路閉塞・出火延焼) により被害状況を作成し，エージ

ェントと連動させる(図15)．要援護者は屋内で身動
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きがとれないためエージェントは要援護者を外部から

探索して発見することはできず，救助には要援護者情

報を要すると仮定する．前章から民生委員と防災組織

のつながりを確認できたが，防災組織内の名簿は少な

いことから，名簿を持つ一部の防災組織長を除いて基

本的に民生委員が防災組織長に要援護者情報を伝達す

ることとする(図 16)．エージェントの一覧を表 3 に

示す．人数は前章の回答結果を基礎として，民生委員

や住民等の救助協力については不測の事態により回答

通りには協力できない場合を加味して５割に割り引い

て推計している．要援護者のうち家族による避難がで

きない240人は救助を待ち，火災が到達すると死亡と

判定する．防災組織は後述する集合場所に集合し，民

生委員 10 人は集合場所を巡回して防災組織長に情報

を伝達する．防災組織長 30 人は要援護者を選択し，

集合してきた救助班に救助を指示する．救助班150人

は組織長の指示を受けて要援護者のもとへ向かい，要

援護者を避難所へ搬送し，元の集合場所へ戻る．情報

班 90 人は集合場所間を往復し，組織内外の情報伝達

の補助を行う．住民は，250 人は救助に参加し，9750

人は避難のみを行う．民生委員と防災組織は各種情報

(表 4)を授受し，自身が保有する範囲の情報から未避

難かつ火災から近いと判断される要援護者を救助しよ

うとする．以上の協働(図17)により救助が行われる．

５．救助シミュレーションによる対策の検討

　前述の「集合場所」は現状では一意に指定されてい

ないため，まず詰所 30 箇所に組織別に集合した場合

と指定避難所5箇所を共有して集合した場合を比較す

る．前者は集合に要する時間は短いが組織間の情報連

携は疎であり，後者はその逆である．各５回のシミュ

レーションの平均をとると(図 18)，避難所を集合場

所にした方が，避難完了者数が多く死亡者数が少ない．

情報を集約し共有することが有効と考えられ，以後全

てのケースで集合場所は避難所とする．

　次にモデル上で改善案(図 19)の検討を行い，より

良い結果を模索する．まず防災組織の改善案として，

救助班員を増員する・要援護者情報の提供対象者を民

生委員以外に広げる・救助の割当を決めて互いの救助

派遣の重複を避ける・火災危険箇所に重点的に増員す

る－という各種対策を考える．また住民協力に関する

改善案として，現状で救助を行うと想定される住民

250人に加え，協力を「声かけ程度はできる」(図14)

という推計1000人が，救助班に要援護者情報を伝え

て救助を呼びかける場合，およびその1000人も直接
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2.情報伝達・救助活動 :情報・指示の流れ :人の移動1.集合

要援護者集合場所

防災組織長

民生委員

情報班

救助班

救助班

救助班
要援護者
救助班

救助班
要援護者情報班

防災組織長

救助班情報班

民生委員

要援護者

救助型住民

救助型住民
要援護者

避難型住民

他の集合
場所へ

救助型住民

搬送最寄りの避
難所へ搬送

避難
(火災接近時)

情報授受

近隣の要
援護者へ

要援護者情報

往復

戻る

他の集合場所へ

派遣

指示

避難所

集合場所

民生委員
防災組織長

集合場所

集合場所:
組織別詰所
または指定避難所

情報班救助班

要援護者情報 要援護者の居場所の情報(要援護者救助に必須)

救助派遣済み情報 ある要援護者に救助班が向かっている(あるいは避難済みである)ことの
情報。救助派遣の重複・非効率を避けるために必要

火災情報 火災が発生している位置に関する情報(火災は200m内で知覚)

救助指示情報 特定の一人の要援護者の救助を命じる情報。防災組織長から救助班へ
直接、または情報班を介して間接的に伝達される

図15: 道路閉塞・火災延焼を組み込んだ要援護者救助モデル

図16: 組織構造モデル

表4: エージェント間で授受される情報の種類

表3: エージェントの種類・行動・人数

図17:  エージェントの協働活動の概要

備考1:トランシーバーの保有率が低く、情報伝達は無線を用いず全て口頭伝達とする
備考2:担架の保有率が低いことから、搬送は救助者個人単位で行うこととする
備考3:移動速度は要援護者0m/分、他は80m/分(搬送時は40m/分)を密度に応じFruin式で減衰させる

避難型行動

近隣の要援護者宅へ 自宅に待機

要援護者を搬送

所属組織の防災組織長に救助指示を受ける

エージェント

要援護者情報
を保有、伝達
する

防災組織長

要援護者

情報班

救助班

一般住民

人数および推計方法

240人

10人

90人

150人 

30人

*救出救護班+避難誘導班1
1.8人のうち他活動との兼
ね合いで50%程度が活動

*活動が「可能」「おそ
らく可能」75%の半分

要援護者救助 他活動へ

10000人

*「手助けできる」という5%の
住民の半分が協力すると設定

救助必要 救助不要
救助を必要と
する

民生委員

救助班への指
示等を行う

情報伝達を補
助する

組織長の指示
を受け要援護
者の救助を行
う

避難または近
隣の要援護者
の救助を自発
的に行う

情報班と情報授受*

行動

何もできない
救助班or救助型住民が到着

避難所へ搬送

集合場所に移動(集合場所で待機)

民生委員から要援護者情報取得

救助班に救助指示

火災到達
死亡避難完了

最寄りの集合場所に移動

他の集合場所へ

戻る

移動中救助班・他の
情報班と情報授受

最寄りの集合場所に移動

指示された要援護者宅へ

要援護者
不在(避難済)

戻る

移動中情報班と
情報授受

救助型住民 避難型住民

火災接近(100m)
要援護者搬送

搬送完了

火災発見時は
目的地変更

戻る

*要援護者情
報・救助派
遣済み情報
・火災情報

37%*
30人

10人 20人

63%

活動 活動
せず

(図12)

(図7)

(図9)

(図10)

(図10)

情報班の平均人員数3.6/班

名簿保有名簿なし
4人

30人
88% 12%*

26人

10000人
2.5%* 97.5%

250人

要援護者救助 避難のみ
9750人

(図13)

搬送後待機

11.8人/班
50%* 50%

5人 5人

*名簿保有
は12%

 = 1人/組織×30

= 5人/組織×30

= 3人/組織×30

300人

240人 60人
20%80%

最寄りの集合場所に移動

防災組織長に要援護者情報を伝達

行ったことのない他の集合場所へ移動

繰返し

所属組織の防災組織長と情報授受

他の組織長と情報授受

要援護者
不在(避難済)

(火災と反対方向
かつ最寄りの避難所へ)

避難所へ避難



救助に加わる場合を考える．設定の組合せを変えてシ

ミュレーションを行う(表5)．

　各ケースの避難完了者数と死亡者数(平均)の推移を

図20に示す．いずれも避難完了者数が現状より増加，

死亡者が減少し，対策の効果が確認できる．ここで防

災と個人情報保護との兼ね合いに着目して，横軸に情

報提供者数をとり地震後180分の避難完了者数・死亡

者数との関係をみる (図 21)．防災組織へ要援護者情

報を提供せずに救助班の増員のみを行った場合よりも，

逆に救助班を増員せずに防災組織へ情報提供した場合

の方が，良い結果である．さらに救助班員増員と情報

提供を併せて行うと一層改善され，死亡者が約半数ま

で減少した．以上より防災目的の要援護者情報提供の

意義が示された．また，特に救助の割当決めおよび人

員の配置重点化を行うと，同じ情報提供者数であって

も値が改善された．情報を単に多数に提供するだけで

なく効率よく活用する計画性も必要といえる．救助班

を150人増員し全員に要援護者情報を提供し割当を決

定した場合に，死亡者は最小1.8人となった．一方救

助班員数や情報提供者数は現状通りとして，住民協力

を増やしたケースをみる．まず 1000 人が救助班へ救

助の呼びかけを行うと，死亡者は 12.2 人に約 4 割減

少した．呼びかけのみで明確な効果が上がることは，

各人の少しの努力の積み重ねが確実に減災につながる

ことを示す．さらにその 1000 人が直接救助に加わる

と死亡者は4.6人となり，救助班を増員し要援護者情

報を大量に提供した他の多くのケースに劣らない．

以上の各対策の評価として「死亡者数が少ないほど，

情報提供者数が少ないほど良い」と考え劣解(他より

情報提供者数も死亡者数も多い)を除外すると，優劣

のつかない３つの解が実施候補として得られる(図

22)．この中から情報提供者数の上限等の制約も加味

し選択すれば合理的な対策となる．方法１は防災組織

の増員と情報提供を最大限行う場合，方法２は方法１

と同等の効果を少ない増員と情報提供で効率的に得る

場合である．方法３は住民協力を増やした場合であり，

自発的協力の意義を表すとともに，情報提供等に多く

を依存せずに防災を成立させる術を示唆する解である．

６．まとめ

　東京都杉並区の木造密集市街地を例に，地域調査と

それに基づく地震火災時の要援護者救助行動モデルの

開発を行った．ケーススタディの比較評価により要援

護者情報の提供や住民の自発的協力等の対策の意義を

明確化し、３つの実施候補を得た．
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図18: 集合場所別の救助結果(避難完了者数・死亡者数の推移)

図19: ケーススタディ(現状の改善案)の各設定方法

図20: ケーススタディの結果（避難完了者数・死亡者数の推移)

表5: 各ケーススタディの設定一覧

図21: 要援護者情報提供者数と避難完了者数・死亡者数

　対策方法3:要援護者情報の提供は民生委員のみに行い、防災組織も現状どおり
とし、住民の救助参加を1000人増員する

⇒図21要援護者情報提供者数-死亡者数のグラフから劣解(※)を除外
※:他のある解より死亡者数も情報提供者数も多いもの

互いに優劣のつかない解(実施候補)

評価方法: 死亡者数が少ないほど、かつ要援護者情報提供者数が少ないほど、良い

●対策方法2:要援護者情報の提供は民生委員、防災組織長、および組織員全てに
行い、救助班を火災危険地域に重点的に75人増員し、救助の割当を行う

▲対策方法1:要援護者情報の提供は民生委員、防災組織長、および組織員全てに
行い、救助班を火災危険地域に重点的に150人増員し、救助の割当を行う

図22: 対策の実施候補
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5. 住民の協力

現状の想定

救助協力 救助協力250人 250人
1000人救助呼びかけ

救助協力:搬送に直接従事
呼びかけ:救助班に要援護者情
報を伝え救助を求める

救助協力1250人

住民協力を増やした場合

●

●
● ●

1. 救助班員の増員
救助班員数を現状150人→225人→
300人まで増員

救助班員数

3. 救助の割当
救助班が要援護者のう
ち誰を救助するかを割
り当てる(救助の偏りや
重複を減らす)

150 225 300
現状 +75 +75

●
○

●
○

●
○

●
○

割当後

割当前

救助重複
救助班の増員(75~150
人)を図4の火災危険地域
内に集中的に配置

要援護者情報を民生委員以外にも提供

2.要援護者情報提供範囲の拡大

4. 対策重点化

民生委員のみ(10人)
防災組織長まで(計40人)
班員まで(計290人)
増員分最大150人(計430人)

提供範囲
拡大

提供範囲 提供者数 救助 呼びかけ
救助班
増員数凡例

要援護者情報の提供 住民協力増員数救助割当
決め

配置
重点化

0 班員まで 280 ○ - 0 0△

0 組織長まで 40 - - 0 0＋

0 民生委員 10 - - 0 0■

150 班員まで 430 ○ - 0 0□

0 民生委員 10 - - 1000 0ー

● 75 班員まで 355 ○ ○ 0 0

150 班員まで 430 ○ 0 0○▲

150 班員まで 430 - - 0 0×

150 民生委員 10 - - 0 0◎

0 民生委員 10 - - 0 1000■

0 班員まで 280 - - 0 0○

75 班員まで 355 ○ - 0 0＊
◇ 75 班員まで 355 - - 0 0

現状


